
＜地方消費税率引上げの概要＞

        [地方消費税率] 平成26年4月　1％→ 1.7％   令和元年10月　1.7％→ 2.2％

＜拡充した主な市の社会保障施策(R5→R6)＞

単位：千円
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※民生費及び衛生費(環境経費を除く)の各事業のうち職員人件費及び各課の一般事務費を除く

◆引上げ分の地方消費税収については、「社会保障４経費(年金、医療及び介護の社会福祉給付並
  びに少子化に対処するための施策)」その他社会保障施策(社会福祉、社会保険及び保健衛生に
  関する施策)に要する経費に充当(地方税法第72条の116)

◆民間保育所の整備を補助
  [3か所・255人定員・令和6年度整備 令和7年4月開園]

◆子どもの医療費無償化を18歳まで拡充
　こども医療費の支給対象について令和６年４月診療分から通院医療費の対象年齢をこれまでの
15歳年度末から18歳年度末までに拡大

　定員拡大　 3,897人(令和6年4月)　→　4,152人(令和7年4月)　※地域型保育施設を含む

①消費税については、平成26年4月1日より5％(うち地方分1％)から8％(同1.7％)に引き上げ※1、
また、令和元年10月1日からは、10%(同2.2％)に引き上げ※2

②地方税法の規定に基づき、本市においても、引上げ分の地方消費税収(約30億円)はすべて

社会保障施策に要する経費(約196億円)に充当

※1 消費税増税を柱とする社会保障・税一体改革関連法（平成24年8月成立)
※2 消費税率の引上げを再延期する税制改正関連法(平成28年11月成立）

令和6年度決算額

＜歳入＞ 引上げ分の地方消費税収入(地方消費税交付金)  ・・・ 2,999,009千円

＜歳出＞ 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 ・・・ 19,624,345千円(一般財源分)

(参考)消費税率及び地方消費税率の引上げについて

令和6年度決算における社会保障４経費その他社会保障施策の要する経費


